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1――はじめに ～ リスク資産の普及は好調。粘り強い政策展開の成果か。 

 

2001年に「貯蓄から投資へ」のスローガンが掲げられて以来、20年以上の年月が経つ。この間日本

では、「NISA」（少額投資非課税制度）や「確定拠出年金」（iDeCo・企業型 DC）をはじめとする、家計

の資産形成の推進を目的とした様々な政策が実施されてきた。最近の動きに着目すれば、2024年１月

に「新 NISA」と呼ばれる拡充型の少額投資非課税制度が施行され、本年４月には「金融経済教育推進

機構（J-FLEC）1」（※）が設立、８月にその活動を開始している。こうした長年に亘る取組みが功を奏

してか、2023年 12月末、家計の金融資

産に占めるリスク資産（株式等＋投資信

託）の割合は 17.7％と 2007年６月以来

の最高値を記録し、本年６月末時点では

19.4％にまで達している（図表１）。本

年 10月に開催された「令和６年 全国証

券大会2」では、石破茂首相から「投資大

国の実現」を経済政策の大きな柱として

いる旨の発言もあり、個人の資産形成に

ついては、今後も国を挙げて推進されて

いくことが予想される。 

 

さて、資産形成の推進において、最も大きな課題の１つとして位置づけられてきたのが「金融リテ

ラシー」の向上である。先に挙げた「金融経済教育推進機構（J-FLEC）」もまさに国民の金融リテラシ

ーの向上をビジョンに掲げており、資産形成の推進において避けては通れないもの、というのが一般

に共通する理解である。本レポートでは、この金融リテラシーの現状と今後の展開について、特に「金

融リテラシー・ギャップ」に焦点を当てて考察したい。  

 
1 金融広報中央委員会（事務局：日本銀行）・全国銀行協会・日本証券業協会が発起人となり、政府等の出資により設立され

た、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」第 97条第 2項に基づく認可法人 
2 日本証券業協会・全国証券取引所協議会・投資信託協会が主催する大会。証券界が今後取り組むべき具体的方策について

の所信表明が行われ、来賓として内閣総理大臣・経団連会長・金融担当大臣・日銀総裁らが招かれた。 
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2――米国との比較から見えてくる課題 ～ ポイントは金融リテラシーではなく「自信」 

 

前章にて、日本におけるリスク資産の保有割合が増加していると述べたが、諸外国と比較するとそ

の水準はまだまだ低いといえる。 

図表２をみると、日本の家計におけ

るリスク資産（株式等＋投資信託）の

構成比が 19.6％であるのに対して、欧

州は 32.1％、米国は 53.3％と、大き

く差がついていることがわかる。この

差は少なくとも 2001 年以降大きく縮

小したことはなく、むしろ長期的には

拡大している状況にある。その理由と

しては、超富裕層と呼ばれる個人投資

家の数や、非課税制度の導入時期、長

期的な株価の上昇率など、米国やユー

ロ圏が日本を上回る要素は複数思い

当たるが、中でもしばしば指摘されるのが「金融教育」や「金融リテラシー」の差である。 

米国では 1990 年代から連邦政府によって金融教育に関する法整備3が行われ、現在は「National 

Standard4」と呼ばれるフレームによって教育段階別に整理された内容に沿って、各州で金融に関する

カリキュラムが編成されている。2022年段階では、40の州で金融教育がパーソナルファイナンス教育

として義務化されている。一方日本では、中学校では 2021年度、高等学校では 2022年度から金融教

育の要素を含む学習指導要領が実施されているところであり、教育現場への導入の度合いには大きな

隔たりがあるといえる。 

では、本当に日本人の金融リテラシーは米国に比べて劣っているのだろうか。金融広報中央委員会

が実施する「2022 年 金融リテラシー調査5」は、金融リテラシーに関するいくつかの設問について、

米国調査6との比較が可能となっている。当該調査結果の比較では、「金融教育を学校等で受けた人の

割合」は日本が７％に対し米国が 20％と３倍近い乖離がある一方、金融知識に関する正誤問題7の正答

率は、日本が 47％に対し米国が 50％と、僅か３ポイントの差しか確認されていない。つまり、客観的

な尺度による日本人の金融リテラシーは米国と比較して大きく劣っているわけではないのである。し

かし、同じく共通設問から比較できる「金融知識に自信がある人の割合」は、日本が 12％に対し米国

が 71％と、極めて大きな差がついている。 

 
3 1994年、教育改革に関する基本法「2000年の目標－アメリカ教育法」が制定され、その中で金融教育を含む「経済」科目

が挙げられている。また 2002年に成立した「落ちこぼれゼロ法」に内包される「経済教育優越法」により、金融教育を行

う非営利組織に対して補助金が交付されることとされている。 
4 1998 年に 米国の経済教育評議会 Council For Economic Education（CEE）及び NPO 法人 Jump$tartが策定した金融経済

教育フレームワーク。数度の改訂を経て、現在の最新版は 2021年版。 
5 全国の 18～79歳の個人を対象としたインターネット調査（n=30,000） 
6 米国金融業界の自主規制機関 Financial Industry Regulatory Authority（FINRA）が３年毎に実施する調査（The State 

of U.S. Financial Capability: The 2018 National Financial Capability Study）。全米の 18歳以上の男女（各州約 500

人を含む）を対象としたインターネット調査（n=27,091）。 
7 複利・インフレ・住宅ローン・分散投資・債券価格・72の法則に関する正誤問題６問（n=30,000） 
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ここから、日本においてリスク資産への投資が大きく普及しない要因の１つとして、いわゆる「金

融リテラシー」の低さではなく、自らの金融リテラシーに対する「自信のなさ」が大きく関係してい

ることが予想される。 

 

3――金融リテラシー・ギャップとは ～ 「自信」が金融行動に与える影響 

 

次に、本章では日本人の金融リテラシーの自己評価について概観したい。 

先に挙げたとおり「金融リテラシー調査」では金融リテラシーに対する「自己評価」を調査してい

る。2022年調査の結果（図表３）では、「平均的」43.8％と『低い』（「どちらかといえば低い」＋「と

ても低い」）43.3％が並んで高く、一方で『高い』（「とても高い」＋「どちらかといえば高い」）は 12.9％

と、大きく差がつく結果となった。これ

を同調査における正誤問題の正答率（＝

「客観的評価」）の層別にみると、全体

として正答率が高いほど自己評価も高

くなる傾向があることがわかるが、その

傾向はいびつに見える。例えば、「81～

100％」の層はいわゆる「高リテラシー

層」と呼ばれるグループであるが、自己

評価は「平均的」51.2％が最も多く、『高

い』26.4％と『低い』22.4％は 4.0ポイントの差しかない。また、正答率の平均（55.7％）を含む「41

～60％」の層では、『低い』63.5％が最も多くなっている。この結果をみると、日本人の金融リテラシ

ーに対する自己評価が全体として客観的評価に見合わず、保守的な評価に留まっていることがわかる。 

金融広報中央委員会は、金融リテラシーのレベルに対する「客観的評価」から「自己評価」を差し

引いたものを「金融リテラシー・ギャップ」と定義している8。当然、自己評価は各人の主観的な基準

によるものであるため、その大きさについて絶対的な評価をすることはできないが、少なくとも調査

標本の中で平均的な正答率を持つ層の半数以上が自身の金融リテラシーを『低い』と評価しているこ

とは、日本における金融リテラシー・ギャップの存在を象徴する結果といえる。 

 

次に、金融リテラシーに関する客観的評価と自己評価が各層によってどのように異なるのかを確認

していく。同調査では、客観的評価（正誤問題の正答率）と自己評価について、それぞれ全体平均を

100とした指数9を用いた集計を行っており、負の差が自信過剰、正の差が自信不足を示すものとして

いる。これらの指数と差を層別に表したのが図表４である。 

まず年代に着目すると、両指数ともに年代を追うにつれ上昇しているが、客観的評価指数の上昇に

比べ自己評価指数の上昇は緩やかで、差が正に大きくなる傾向があることがわかる。ここから、年齢

とともに客観的金融リテラシーは向上しているものの、その高まりに自信が追いついていかず、結果

 
8 金融広報中央委員会(2022)『金融リテラシー調査（2022 年）のポイント』,p.4 
9 「金融知識についての自己評価」について、「とても高い＝100」、「どちらかといえば高い＝75」、「平均的＝50」、「どちら

かといえば低い＝25」、「とても低い＝0」、「わからない＝計算対象外」として集計対象者の平均値を算出したうえで、自己

評価および客観的評価（「正誤問題の正答率」）について、それぞれ全国平均を 100とする指数を算定している。 

ｎ とても低い
どちらかと

いえば低い
平均的

どちらかと

いえば高い
とても高い

28980 14.9 28.4 43.8 11.4 1.5

0～20％ 4387 22.3 31.4 40.3 4.5 1.5

21～40% 4536 22.8 31.6 35.7 8.5 1.4

41～60% 5878 19.5 34.0 39.0 6.7 0.9

61～80% 7740 11.0 29.5 48.0 10.4 1.0

81～100% 6439 4.6 17.9 51.2 23.7 2.7

全体

正誤問題

の正答率

(平均：

55.7%)

（資料）金融広報中央委員会「2022年 金融リテラシー調査」より筆者集計・作成

14.9 28.4 43.8 11.4 1.5 

とても低い どちらかといえば低い 平均的 どちらかといえば高い とても高い

【図表３】金融リテラシーに関する自己評価と正誤問題の正答率 （％）
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として年齢が高いほど自信が不足していく状況があることがわかる。 

次に、金融教育について「金融教育を受けた人」と「金融教育を受けていない人」を比較すると、

金融教育を受けた人ほど両指数ともに高くなっており、金融教育について一定の効果が見てとれる。

指数の差に着目すると、「金融教育を受けていない人」（1.3 ポイント）より「金融教育を受けた人」

（－16.9ポイント）のほうが負に大きいことから、金融教育が単に客観的金融リテラシーを向上させ

るだけでなく、むしろ自信を向上させることに効果を発揮している可能性が示唆されている。 

最後に、投資行動についてみると、「株

式・投信・外貨等に投資している人」は

両指数ともに高く、逆に「株式・投信・

外貨等に投資していない人」は両指数と

もに低くなっており、主観・客観を問わ

ず金融リテラシーと投資行動には関連

性があることが改めて確認できる。また、

投資行動の有無による指数ごとの差に

着目すると、客観的評価指数の差（38.1

ポイント）より自己評価指数の差（65.4

ポイント）の方が明確に大きくなってい

ることから、客観的金融リテラシーより

も自信の方が投資行動との関連性が強

いことがわかる。ただし、年代や金融教育とは異なり、投資行動に関しては自信との相互作用、つま

り、自信が投資行動を促すケースと投資行動（経験）が自信を向上させるケースの両者が想定される

点には注意が必要である。 

 考えてみれば、私たちが投資行動を検討する際に判断材料として「自分に十分な知識があるか」「成

果をあげられる判断力があるか」などを考慮したとしても、それはあくまで自己評価に過ぎない。そ

の前提に立てば、能力という観点で投資行動の有無に直接的に影響を与えうる要因はまさに「自信」

であり、金融教育を受けた経験や客観的金融リテラシーはそれを裏付ける要素であるといえる。 

前述の米国調査との比較も踏まえると、現状日本では自信不足が資産形成を促進する上での１つの

ボトルネックとなっていることが想定される。自信不足を改善しないことには、単に客観的金融リテ

ラシーを向上させたとしても、その投資行動への効果は非効率に留まってしまうと考えられる。 

 

4――金融リテラシー・ギャップの解消に向けて ～ 「教育」と「経験」に注力 

 

 ここまでの分析と考察をまとめると、以下のとおりとなる。 

① 日本人の金融リテラシーに対する自信は、客観的金融リテラシーと比較して保守的な傾向にある。 

② 日本人の金融リテラシーに対する自信は、年齢が高いほど不足する傾向にある。 

③ 金融教育は、客観的金融リテラシーよりも自信の向上に対して効果を発揮している可能性がある。 

④ 投資行動は、客観的金融リテラシーよりも自信との関連性が強い。 

⑤ 自信は投資行動に直接的に影響を与えうる要因であり、自信の不足が資産形成促進のボトルネッ

【図表４】金融リテラシーに関する相対的評価指数

ｎ
客観的評価

指数（A）

自己評価

指数（B)

評価指数の

差（A-B)

28980 100.0 100.0 0.0

男性 14358 104.2 * 108.9 * -4.7

女性 14622 95.9 * 91.3 * 4.6

10・20代 4138 74.0 * 92.5 * -18.5

30代 4148 87.7 * 94.2 * -6.5

40代 5564 95.2 * 93.5 * 1.7

50代 5106 105.3 * 97.7 * 7.6

60代 4940 115.2 * 108.0 * 7.3

70代以上 5084 117.8 * 112.6 * 5.2

金融教育を受けた人 2089 114.8 * 131.6 * -16.9

金融教育を受けていない人 26891 98.9 * 97.5 * 1.3

株式・投信・外貨等

に投資している人
3835 120.6 * 145.2 * -24.6

株式・投信・外貨等

に投資していない人
16148 82.5 * 79.8 * 2.7

2137 94.8 100.0 -5.2

（資料）金融広報中央委員会「2022年 金融リテラシー調査」統計表より抜粋

* 有意水準5%の両側t検定の結果、全体平均との差が有意であることを確認した

全体

金融トラブル経験者

投資

行動

金融

教育

年

代

性

別
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クとなっている可能性がある。 

 

自信を向上させるための考え方については、本稿の分析から２つの示唆が得られる。 

１つは、（上記③）金融教育が自信を向上させる効果を活用することである。前述のとおり、日本で

は 2020 年代に入ってから金融教育を含む学習指導要領が本格実施されているところであり、その教

育を受けた世代は投資家としても同調査の対象者としても潜在的な段階である。今後の調査結果には

期待したいところであるが、少なくとも教育の内容に関しては、単に金融知識を教授するに留まらず、

「自身の金融リテラシーのレベルを正しく認識する」という要素を組み入れる必要があるだろう。 

もう１つは、（上記④）投資行動（＝経験）と自信との相互関係を利用することである。金融資産構

成に直接的に影響を与えるような規模の投資でなくとも、小規模かつ手頃な投資経験が自信を向上さ

せ、その自信がさらなる投資行動を生む相乗効果は存在すると考えられる。現行の少額投資・積立投

資への税制優遇（NISAや確定拠出年金）はまさにその意味で効果が期待されている。また、近年東京

証券取引所が企業に対して呼びかけている投資単位の引き下げや、従業員に対する福利厚生制度とし

ての資産形成支援など、今後は企業による取り組みにも投資経験の獲得を促進する効果が期待される。 

加えて、金融教育において投資に近しい経験を得られる実践的な手法を取り入れることは、金融教

育の直接的な自信向上の効果と、経験の獲得による相乗効果の両者が期待できる極めて効果的な手段

であるといえる。実際米国では、「The Stock Market Game（SMG）」10という最も代表的な金融教育用の

ゲーム教材について、「SMGを実施した生徒が授業外においても投資について考える等の行動が見られ

た」という意識面での学習効果が報告されている（Hinojosa et al.,200911）。日本でも金融教育に関

する実践的な教材や出前授業は民間団体等により提供されているため、教育現場において広範にそう

した手法を活用すること、あるいはそれを後押しする体制を構築することは日本人の自信の底上げに

つながる有効策となり得る。 

 

一方で、過度な自信は必要以上のリスクテイクや金融犯罪への接近を招く恐れがあることには当然

注意が必要だ。実際、調査結果（図表４）では「金融トラブル経験者」層は僅かではあるが客観的評

価指数よりも自己評価指数の方が高い結果となっている。 

 

以上を総括すると、今日本で求められているのはまさに「金融リテラシー・ギャップ」の解消であ

るといえる。これまで金融リテラシーの向上に焦点を当てた施策は官民問わず様々実施されてきたが、

その自信を適正化するための取組みはあまり行われてこなかった。 

日本が「投資大国」を目指すうえで、金融リテラシー・ギャップの解消は重要な論点になるだろう。 
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